


































5 年となる非正規職員の一部雇止めを行う動きもある（東北大学 2017；朝日新聞 2017.11.17）。
（1）　パートタイム・アルバイトの 16,000 人を地域限定正社員化するユニクロ（東洋経済オンライン 2014.3.24），全
契約社員を正社員化するスターバックス（日本経済新聞 2014.2.27），2,400 人の全パートタイムを正社員化するイ
ケア（東洋経済オンライン 2014.9.4），全従業員の 55％の非正規社員 2,200 人を正社員化するクレディセゾン（日

































Büchtemann 1989；Giesecke & Gross 2002）が，2010 年代から複数の研究機関による多くの研究
があらわれている。ドイツ労働市場・職業研究所（IAB）は，独自の事業所パネル調査にもとづい
て有期雇用に焦点を絞った包括的な調査研究を発表し（IAB 2012, 2013；Hohendanner 2014；





26257105 による韓国スーパーマーケット H 社 W 店売場勤務者聞き取り調査，2015 年 3 月 6 日）。
56 大原社会問題研究所雑誌　№718／2018.8
有期雇用についての研究が発表された（IW 2010, 2012； Bellmann et al. 2014）。州レベルでも，ノ
ルトライン・ヴェストファーレン州労働・社会統合省による調査研究や，金属労働組合 IG メタル
によるバーデン・ヴュルテンベルク州の有期雇用研究が出ている（Ministerium für Arbeit, 
Integration und Soziales des Landes Nordrhein-Westfalen 2010；Rukwid 2011）。経済社会研究所








り，1990 年代後半から 2000 年代の労働の規制緩和政策の中で増加してきた点でもよく似ている。
ただし，いくつかの重要な違いも存在する。
　日本の有期雇用で特徴的なのは，長期に継続する職に対して，有期契約の繰り返しの更新や人を
替えての有期雇用を行う形が一般的である点である。契約期間の 6 割は 6 カ月～ 1 年，2 割は 3 ～
6 カ月と比較的短期であり，契約更新回数を「上限なし」と規定する企業は約 9 割を占める。実際
の更新回数も 3 ～ 5 回が 4 割，6 ～ 10 回が 2 割，11 回以上も 16% を占めている（厚生労働省
2011）。その一方，契約期間の上限も引き上げられてきた。1947 年の労働基準法以来 1 年間とされ
ていたが，1998 年の改正で新技術・新商品開発に関する専門的能力を有する労働者や 60 歳以上の
労働者に対して 3 年とされ，2004 年の改正でそれが 5 年に延長されると同時に，一般的な契約期



















なく最長 1 年半有期雇用にできるとした就業促進法を制定した。1996 年には規制緩和が進み，新
規採用でなくても，理由なく 2 年間有期雇用ができるようになった。
　その一方，1999 年に有期雇用についての EU 指令（Richtlinie 1999/70/EG）が出され，有期雇
用の労働者の労働条件の差別の禁止，更新の連鎖という濫用を防止するため有期雇用の客観的理由
を求めることが定められた。これを受けてドイツで法制化されたのが 2001 年のパートタイム・有
期雇用法である（Gesetz über Teilzeitarbeit und befristete Arbeitsverträge）。




















1 年を超える有期契約の人数が 892 万人と特定され，「臨時雇」（444 万人）と「日雇」（90 万人）を




と，1980 年代から 2016 年まで全雇用者に占める嘱託職員の割合はほぼ 3% 前後で推移する一方，
これに派遣・契約を合わせた人数の割合は，統計のある 2002 年以降増え続けて 2008 年に 10.8％に
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　2012 年の就業構造基本調査の有期・無期別数値から有期雇用割合を求めると 24.8% となる。労
働力調査の 25.9% にも近い。ただし，回答した正社員以外の人の中には，自分の働き方が有期なの











り，⑤臨時労働者，の 5 つの範疇である。2016 年のデータでこれらを合計し，有期雇用者の割合







限つきで働くすべての人の数を集約している。全世帯の 1％を対象とし，約 39 万世帯 83 万人を対
象として毎年行われるドイツ連邦統計局ミクロ・センサスの就業・教育・生活状況調査にもとづい
ている。あとで詳しく見るが，これによるとドイツにおける有期雇用の割合は 8% 程度となってい































半から 50 代までの間に有期雇用が減少していく一方，女性の有期雇用は 20 代から増え続け，60
歳に到るまで大きく男性を上回っている。男性の有期雇用が 60 代の定年後に多く集中しているの
に対し，女性の有期雇用はすべての年代層にわたって存在している所に大きな特徴がある。また，
全雇用者中に占める有期雇用の割合も増加し続けている（図 4）。男性で 2 割近くまで増えてきた
































































　図 5 は，ドイツにおいて有期雇用が全雇用者に占める割合を，男女別に 1985 年から 2015 年まで
見たものである。
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出典：Statistisches Bundesamt, Mikrozensus；WSI Gender Daten Portal 2016 より筆者作成。








　有期雇用者割合は 1990 年代後半に増加し，2000 年代後半にピークを迎えて以降下がってきてい

























出 典：Statistisches Bundesamt, Mikrozensus, WSI 2018 Gender Daten Portal, 













































　2001 年のパートタイム・有期雇用法で新規採用の場合 2 年間，客観的理由がなくても有期雇用
が認められて以来，ドイツの新規採用の中で有期雇用が占める割合は高まった（図 8）。2001 年の
32％に対し 2009 年には 47％に増え，その後減ったもののなお 4 割を超えている。日本における新
卒採用や有期社員の正社員転換の困難さを考えた時，この数字はきわめて深刻に見える。































に有期雇用を経験した 4 割の労働者のその後の進路を見てみよう。図 9 は IAB 事業所パネル調査
から 2011 年の新規有期雇用者の契約終了後の進路を見ている。ここからは，有期契約が更新され
た者が 3 分の 1 いる一方，37% が有期として働いていた同一企業で，19% が他の企業で無期雇用
され，合計で 6 割近くが無期雇用で本採用されていることがわかる。社会経済パネルデータを使っ
て有期雇用期間終了 3 年後の働き方を調査した別の研究においても，男性の 63.3%，女性の 63.7%
が無期雇用に転換していた（Giesecke & Gross 2006）。このようにドイツの有期雇用の約 6 割はそ
の後無期雇用に転換するものになっている。
図 9　ドイツにおける新規有期雇用者の契約終了後の就業状態（2011 年）











は 2016 年，EU28 カ国中最も低い水準にあり，40％を超えるギリシャやスペイン，25％を超える
イタリアやポルトガルに比して 7.2％にとどまっている。ドイツの有期雇用は，学校から仕事への
移行期における若者の就職問題をよりよく解決し，失業を抑える制度であると評価されているので
















期実習生が 2000 ～ 2009 年の間どれだけ同企業内で無期雇用に転換したかを示している。

















　ここからは，西ドイツと東ドイツにおいて，無期転換率に 15 ～ 20% の大きな差があることがわ
かる。特に南西ドイツにおいては，学校・職業訓練終了後の有期雇用がそのまま本採用に転換され










は，8 ～ 9 割以上と，ほぼ全員に近いと言っていいほどの高い無期転換率が示されている
（Hohendanner & Gerner 2010）。一方で，サービス業では 5 割台前後にとどまり，重工業企業で維
持されている伝統的な就職制度がそこまで維持されていないことがわかる。
　産業内の差異をもう少し立ち入って見てみよう。IAB のパネル調査によると，全新規採用者に
対する有期雇用割合が高かったのは，第 1 位が教育（76%），2 位が非営利（68%），3 位が公務員
（60%）であった。また全従業員に対する有期雇用割合が最も高かったのは教育（16.8%），2 位が
非営利（16%），3 位が農林業（8.6%）であった（IAB 2012, 2013）。






























































出 典：IAB-Betriebspanel 2012, IAB 2013, Befristete Beschäftigung.Aktuelle Zahlen aus dem IAB-
Betriebspanel 2012 より作成。
図 13　日本における女性有期雇用労働者の業種別割合と更新回数（2012 年）























用を行った動機が大きく異なっていたことを以下のように明らかにしている（Hohendanner et al. 
2016）。
　表 1 が示すように，公務分野が有期雇用を増やした第一の動機は，育児休業・介護休業・病気休
業への対応，代行であった（39.6%）。民間企業の 15.1% に対し高い比率だが，これについて IAB












全体の 3 割近くを占めていることになる。日本で男性の 60 代以上層で有期雇用が多くなること
（前掲図 3）とも共通している。打切り理由の 2 番目は従業員の希望（24%）であった。雇止めと
会社都合による退職を合わせても 4 人に 1 人にとどまっており，それが 4 割に近い民間とは対照性
を示している。
  表 1　有期雇用を行った動機，官民の差（％）　　　　　   表 2　有期雇用打切りの理由，官民の差（％）
公務 民間 公務 民間
代行・代替 39.6 15.1 早期年金・年金・死亡 27.0 5.1
人員配置計画なし 20.1 2.5 契約期限がきて停止 20.1 10.5
期間限定の需要 13.6 20.7 従業員都合による退職 24.0 40.1
マッチング 9.4 28.0 会社都合による退職 5.5 27.7
市場の変動への対応 9.4 24.8 他職場への配転 5.5 2.3
その他 7.8 8.7































出典：IAB Betriebspanel，Hohendanner et al. 2015：33-34 より作成。
　公務分野の有期雇用の割合を国・地方・市町村合計で見た IAB の 2014 年調査によると，最も有
期率が高いのは大学（教育，研究，管理，補助業務を含む）で 49.3% であった。次は教育研究全般




6 年までの期限つき雇用と博士号取得後の 6 年間の期限つき雇用が「12 年ルール」として認められ







（3）　理化学研究所（2014 年）や京都大学 iPS 細胞研究所（2018 年）の研究不正事件の背景にも，研究者の 9 割が有
期雇用であり，先の見えない雇用をつなげるために若手研究者が業績を焦るという雇用構造上の問題が存在してい





2012；Zeit 2012；Welt 2013）も多い。こうした議論の中，2016 年に研究者有期契約法が改正され，
スタッフなど，研究者以外の有期雇用は廃止されることになった。
　全体としてドイツでは高学歴であるほど有期雇用の割合が高い。大学卒業生が有期雇用で働く割









イムを含む）が有期雇用者全体の 4 割（39.9％）と最大の割合を占める。それに週 20 時間以下の
パートタイム（34.5％），ミニジョブ（月収 450 ユーロ，約 6 万円以下の範囲で短時間働くアルバ
イト）（21.8％），派遣（3.8％）が続く。
　有期雇用者の学歴の内訳を見ると，日本で言う大卒に近いギムナジウム修了者が 34.9%，短大・





販売が 3 割，機械・設備運転・補助労働者が 3 割弱となっている。
　ここにそれぞれの平均時給を加えてみよう。フルタイム（20 時間以上パート含）の平均時給は














フルタイム・20 時間以上パートタイム 1,743 39.9 18.2
派遣 164 3.8 11.3
週 20 時間以下パートタイム 1,505 34.5 11.0
ミニジョブ（月 450 ユーロ以下） 951 21.8 9.4
学歴別
ギムナジウム（大学進学用 9 年制中高一貫校）卒 1,524 34.9 16.7
中等実科学校（専門学校進学用 6 年制中学校）卒 1,411 32.3 12.5
基幹学校（職業教育用 5 年制中学校）卒 1,233 28.3 11.4
学校修了証なし 196 4.5 9.7
職業群別
指導的経営管理者 24 0.5 40.4
研究者 645 14.8 21.0
技術者 711 16.3 15.2
軍従事者 119 2.7 14.1
自営業 309 7.1 13.9
事務 545 12.5 12.8
機械・設備運転 271 6.2 12.7
サービス・販売 751 17.2 10.6
農林漁業 18 0.4 10.4
補助労働者 971 22.3 9.5
出典：Statistisches Bundesamt 2016a：8-9，193-199 より筆者作成。








正社員フルタイム期限あり 6.3 1,855 75.1
非正社員フルタイム期限あり 35.6 1,443 58.4
パート等期限あり 58.1 1,095 44.3
ドイツ（Verdienststrukturerhebung） （ユーロ）
フルタイム期限なし 19.9 100































2004）。その結果有期雇用者に占める貧困層（中間収入の 6 割以下）の割合は，同年代無期の 7.5%
に対して 15.5% と高くなっている（IG Metall 2012；Seils 2016）。また前掲図 6，7 で 35 歳以上の
有期雇用が男女とも 5% 前後いたように，彼らは若者だけに限られない。移民の背景をもつ者が有
期雇用に就く割合も 24.7% と相対的に高い。特に有期雇用者の中でも職業教育を修了していない
























パート 36.2 非正規全体 契約・派遣・嘱託 正規
契約 22.2 小学・中学 11 8 5
アルバイト 12.3 高校・旧制中 50 46 41
期限つき正社員 11.2 専門学校・短大・高専 19 18 17
嘱託 7.8 大学・大学院 19 26 36
派遣 6.9 出 典：表 5，6 ともに就業構造基本調査（2012 年）から作成。
その他 3.4
　これによると，期限つきのフルタイム正社員の平均時給額は無期正社員の 75.1%，契約社員など
非正規の期限つきフルタイムは 58.4%，期限つきのパートタイム等短時間労働者は 44.3% となる。
「正社員」とされている人でも期限がつくだけで 4 分の 3 に，非正規の場合はフルタイムでも 6 割
弱となり，ドイツでフルタイムの有期雇用者が 9 割を超えていたことと比べるとかなり低い。パート
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